
- 30 -

参考資料

平成28年度山口県の財務書類

平成28年度の財務書類について

県では、これまでも、資産や負債等に関するストックの状況や、資産形成につながら

ない行政活動の状況など、県の総合的な財政状況を把握するため、「総務省方式改訂モ

デル」を採用し、普通会計ベース及び連結ベースで財務書類を作成してきたところです。

平成28年度決算分からは、平成27年１月に総務省が示した固定資産台帳の整備や複式

簿記の導入を前提とした「全国統一的な基準」に基づき、財務書類を作成することとし

ました。

財務書類の対象範囲

①一般会計等 一般会計及び地方公営事業会計以外の特別会計

（普通会計と対象は同じ）

②県 全 体 一般会計等に地方公営事業会計
※
を加えたもの

③連 結 県全体に地方独立行政法人及び公益法人・一般法人若しくは会社法法

人で県の出資比率が25％以上の第三セクター等を加えたもの

※ 流域下水道事業は公営企業会計適用の集中取組期間中のため、平成28年度決算は

連結対象外となっています。

財務書類の構成

①貸借対照表 県が所有する資産や債務などのストック情報を示すもの

②行政コスト計算書 県の経常的な活動に伴うコストと受益者負担による収入を示す

もの

③純資産変動計算書 純資産が一会計期間中にどのように増減したかを示すもの

④資金収支計算書 一会計期間中の現金の収支を示すもの
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１
一

般
会

計
等

の
財

務
書

類

(
1
)
 貸

借
対

照
表

《
年

度
末
時
点
に
お
け
る
資
産
や
負
債
な
ど
の
ス
ト
ッ
ク
情
報

》

◇
平

成
2
8
年

度
末

の
資

産
は

３
兆

1
,
8
8
1
億

円
、

負
債

は
１

兆
4
,
7
3
2
億

円
で

、
資

産
が

負
債

を
上

回
り

、
純

資
産

は
１

兆

7
,
1
4
9
億

円
と

な
っ

て
い

ま
す

。

◇
資

産
は

、
会

計
期

間
中

に
7
3
5
億

円
減

少
し

て
お

り
、

そ
の

主
な

要
因

は
、

道
路

・
港

湾
な

ど
の

イ
ン

フ
ラ

施
設

に
係
る

減

価
償
却

累
計
額

の
増
加

に
よ
る

も
の
で

す
。

◇
負

債
は

、
会

計
期

間
中

に
1
5
2
億

円
減

少
し

て
お

り
、

そ
の

主
な

要
因

は
、

公
共

事
業

等
の

財
源

に
充

当
す

る
一

般
分
の

県

債
残

高
縮

減
に

努
め

た
こ

と
に

よ
る

も
の

で
す

。

◇
県

民
１

人
当

た
り

に
換

算
す

る
と

、
期

末
時

点
の

資
産

が
2
2
8
万

円
、

負
債

が
1
0
5
万

円
と

な
っ

て
い

ま
す

。

（
単

位
　

億
円

）

期
首

 
ａ

期
末

 
ｂ

増
減

 
ｂ

－
ａ

期
首

 
ａ

期
末

 
ｂ

増
減

 
ｂ

－
ａ

固
定

資
産

32
,2
82

31
,5
18

△
 
7
64

固
定

負
債

13
,2
49

13
,1
23

△
 
1
26

有
形

固
定

資
産

30
,3
25

29
,7
66

△
 
5
59

地
方

債
（

長
期

）
11
,3
52

11
,2
49

△
 
1
03

事
業

用
資

産
4,
01
5

3,
98
5

△
 
3
0

退
職

手
当

引
当

金
1,
83
8

1,
78
4

△
 
5
4

イ
ン

フ
ラ

資
産

26
,1
58

25
,6
29

△
 
5
29

そ
の

他
59

90
31

物
　

品
15
2

15
2

0
流

動
負

債
1,
63
5

1,
60
9

△
 
2
6

無
形

固
定

資
産

12
5

12
4

△
 
1

地
方

債
（

短
期

）
1,
45
1

1,
42
5

△
 
2
6

投
資

そ
の

他
資

産
1,
83
2

1,
62
8

△
 
2
04

賞
与

等
引

当
金

14
0

14
1

1

流
動

資
産

33
4

36
3

29
そ

の
他

44
43

△
 
1

現
金

預
金

12
3

12
2

△
 
1

14
,8
84

14
,7
32

△
 
1
52

そ
の

他
21
1

24
1

30
純

資
産

17
,7
32

17
,1
49

△
 
5
83

32
,6
16

31
,8
81

△
 
7
35

負
債

・
純

資
産

合
計

32
,6
16

31
,8
81

△
 
7
35

《
県

民
１

人
当

た
り

》
（

単
位

　
万

円
）

期
首

 
ａ

期
末

 
ｂ

増
減

 
ｂ

－
ａ

期
首

 
ａ

期
末

 
ｂ

増
減

 
ｂ

－
ａ

負
 
 
債

10
5

10
5

0

地
方

債
91

90
△

 
1

純
資

産
12
6

12
3

△
 
3

※
住

民
基

本
台

帳
人

口
期

首
（

H
2
8.
３

月
末

時
点

）
1,
41
3,
07
7
人

期
末

（
H
2
9.
３

月
末

時
点

）
1,
40
1,
20
7
人

科
　

　
目

科
　

　
目

△
 
3

資
　

産
23
1

22
8

資
産

合
計

負
債

合
計

科
　

　
目

科
　

　
目
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◇
平

成
2
8
年

度
に

お
け

る
本

県
の

行
政

サ
ー

ビ
ス

に
係

る
経

常
的

な
費

用
は

5
,
2
4
1
億

円
、

経
常

的
な

収
益

は
1
5
7
億

円
、

費
用

と
収

益
の

差
し

引
き

で
あ

る
純

経
常

行
政

コ
ス

ト
は

5
,
0
8
4
億

円
に

な
っ

て
い

ま
す

。

◇
災

害
復

旧
事

業
費

等
の

臨
時

的
な

損
失

は
3
3
億

円
、

資
産

売
却

益
な

ど
の

臨
時

的
な

利
益

は
１

億
円

と
な

っ
て

い
ま

す
。

◇
純
経

常
行
政

コ
ス
ト

に
、
臨

時
損
失

・
臨
時
利
益

を
加
え

た
純
行

政
コ
ス

ト
は

5
,
1
16

億
円
と
な

っ
て
い

ま
す
。

◇
県

民
１

人
当

た
り

に
換

算
す

る
と

、
純

行
政

コ
ス

ト
は

3
6
万

円
に

な
っ

て
い

ま
す

。

（
単
位
　
億
円
）

《
県

民
１

人
当

た
り

》
（
単
位
　
万
円
）

H
2
7年

度
H
2
8年

度
増
　
減

H
2
7年

度
H
2
8年

度
増
　
減

ａ
ｂ

ｂ
－
ａ

ａ
ｂ

ｂ
－
ａ

業
務
費
用

3,
32
3

24

人
件
費
（
職
員
給
与
費
、
退
職
手
当
引
当
金
繰
入
額
等
）

1,
80
2

13

物
件
費
（
需
用
費
、
委
託
料
、
使
用
料
・
賃
借
料
等
）

36
3

3

維
持
補
修
費

66
0

減
価
償
却
費

95
3

7

そ
の
他
の
業
務
費
用
（
支
払
利
息
等
）

13
9

1

移
転
費
用
（
県
以
外
の
主
体
に
移
転
す
る
コ
ス
ト
）

1,
91
8

14

補
助
金
等

1,
56
5

11

そ
の
他
の
移
転
費
用
（
社
会
保
障
給
付
費
、
繰
出
金
等
）

35
3

3

経
常
費
用

Ａ
5,
24
1

37

経
常
収
益
（
使
用
料
・
手
数
料
等
）

Ｂ
15
7

1

純
経
常
行
政
コ
ス
ト

Ｃ
（
Ａ
－
Ｂ
）

5,
08
4

36

臨
時
損
失

Ｄ
33

0

臨
時
利
益

Ｅ
1

0

純
行
政
コ
ス
ト

Ｃ
＋
Ｄ
－
Ｅ

5,
11
6

36

科
　
　
目

基 準 導 入 前

純
行
政
コ
ス
ト
は
、
税
収
や
国
補
助
金
な
ど
で
賄
う
こ
と
に
な
り
ま
す
（
次
ペ
ー
ジ
を
参
照
く
だ
さ
い
）
。

基 準 導 入 前

(
2
)
 行

政
コ
ス
ト

計
算
書

《
経
常
的
な
活
動
に
伴
う
コ
ス
ト
と
受
益
者
負
担
に
よ
る
収
入

》

（
一

般
会

計
等

つ
づ

き
）
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◇

会
計

期
間

中
に

本
県

の
純

資
産

（
資

産
－

負
債

）
は

5
8
3
億

円
減

少
し

、
期

末
残

高
は

１
兆

7
,
1
4
9
億

円
と

な

っ
て

い
ま

す
。

◇
主

な
減

少
理

由
は

、
減

価
償

却
費

の
増

や
臨

時
財

政

対
策

債
な

ど
の

地
方

債
の

発
行

等
に

よ
る

も
の

で
す

。

（
単
位
　
億
円
）

金
　
　
額

前
年
度
末
純
資
産
残
高

Ａ
17
,7
32

純
行
政
コ
ス
ト
（
△
）

Ｂ
△
 
5
,1
1
6

財
　
源

Ｃ
4,
62
3

税
収
等
（
県
税
、
地
方
交
付
税
等
）

3,
82
6

国
等
補
助
金

79
7

本
年
度
差
額

Ｄ
（
Ｂ
＋
Ｃ
）

△
 
4
93

資
産
評
価
差
額

Ｅ
△
 
9
7

無
償
所
管
換
等

Ｆ
7

本
年
度
純
資
産
変
動
額

Ｇ
（
Ｄ
＋
Ｅ
＋
Ｆ
）

△
 
5
83

本
年
度
末
純
資
産
残
高

Ａ
＋
Ｇ

17
,1
49

科
　
　
目

貸
借
対
照
表
の
期
末
の
「
純
資
産
」
に
一
致
し
ま
す
。

行
政
コ
ス
ト
計
算
書
で
算
定
さ
れ
た
純
行
政
コ
ス
ト
を

マ
イ
ナ
ス
計
上
し
て
い
ま
す
。

純
行
政
コ
ス
ト
を
賄
う
財
源
を
示
し
て
い
ま
す
。

(
3
)
 純

資
産

変
動

計
算

書

（
一

般
会

計
等

つ
づ

き
）

◇
会

計
期

間
中

に
本

県
の

現
金

預
金

は
１

億
円

減
少

し
、

期
末

時
点

の
残

高
は

1
2
2
億

円
と

な
っ

て
い

ま
す

。

◇
経

常
的

な
行

政
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

等
に

係
る

業
務

活
動

収
支

は
＋

2
0
1
億

円
、

投
資

活
動

収
支

は
△

9
8
億

円
、

財
務

活
動

収

支
は

△
1
0
2
億

円
と

な
っ

て
い

ま
す

。

(
4
)
 資

金
収

支
計

算
書

（
単

位
　

億
円

）

金
　

　
額

業
務

活
動

収
支

（
経

常
的

な
行

政
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

等
）

20
1

業
務

支
出

（
人

件
費

、
物

件
費

、
支

払
利

息
等

）
△

 
4
,8
3
7

業
務

収
入

（
税

収
、

地
方

交
付

税
、

国
庫

補
助

金
等

）
5,
05
3

臨
時

支
出

（
災

害
復

旧
費

用
等

）
△

 
2
8

臨
時

収
入

（
災

害
復

旧
費

用
に

係
る

国
庫

補
助

金
等

）
13

投
資

活
動

収
支

（
固

定
資

産
や

基
金

・
貸

付
金

等
）

△
 
9
8

投
資

活
動

支
出

（
資

産
形

成
に

係
る

工
事

請
負

費
等

）
△

 
9
15

投
資

活
動

収
入

（
基

金
取

崩
、

貸
付

金
元

金
回

収
等

）
81
7

財
務

活
動

収
支

（
地

方
債

の
発

行
や

償
還

）
△

 
1
02

財
務

活
動

支
出

（
地

方
債

償
還

金
等

）
△

 
1
,4
7
9

財
務

活
動

収
入

（
地

方
債

発
行

収
入

）
1,
37
7

本
年

度
資

金
収

支
額

Ａ
1

本
年

度
歳

計
外

現
金

増
減

額
Ｂ

△
 
2

前
年

度
末

現
金

預
金

残
高

Ｃ
12
3

本
年

度
末

現
金

預
金

残
高

Ａ
＋

Ｂ
＋

Ｃ
12
2

科
　

　
目

貸
借
対
照
表
の
期
末
の
「
現
金
預
金
」
に
一
致
し
ま
す
。



- 34 - 

 

 

  

全
体
財

務
書
類

と
は
、

一
般
会

計
等
に

地
方
公
営
事

業
会
計

を
加
え

た
財
務

書
類
で

す
。

《
地
方
公
営
事
業
会
計
（
６
会
計

）
》

▼
工
業
用
水
道
事
業
会
計

▼
電
気
事
業
会
計

▼
港
湾
整
備
事
業
特
別

会
計

▼
下
関
漁
港
地
方
卸
売
市
場
特
別
会
計

▼
流
域
下
水
道
事
業
特
別
会
計

※
▼
当
せ
ん
金
付
証
票
発
売
事
業
特
別

会
計

※
公

営
企

業
会
計

適
用

の
集

中
取

組
期

間
中

の
た

め
、
平

成
2
8
年

度
決
算

は
連

結
対

象
外

と
な

っ
て

い
ま

す
。

（
単
位
　
億
円
）

科
　
　
目

期
首
　
ａ

期
末
  
ｂ

増
減
 ｂ

－
ａ

科
　
　
目

期
首
　
ａ

期
末
  
ｂ

増
減
 ｂ

－
ａ

負
　
債

15
,4
55

15
,2
41

△
 2
14

純
資
産

18
,2
45

17
,6
70

△
 5
75

32
,9
11

資
　
産

△
 7
89

33
,7
00

（
単
位
　
億
円
）

科
　
　
目

H2
7年

度
 ａ

H2
8年

度
 ｂ

増
減
 ｂ

－
ａ

科
　
　
目

H2
7年

度
 ａ

H2
8年

度
 ｂ

増
減
 ｂ

－
ａ

経
常
費
用

5,
31
9

臨
時
損
失

33

経
常
収
益

24
9

臨
時
利
益

1

純
経
常
行
政
コ
ス
ト

5,
07
0

純
行
政
コ
ス
ト

5,
10
2

基
準

導
入
前

基
準

導
入
前

２
全
体
財
務
書
類

貸
借
対
照
表

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

全
体
財
務
書
類
及
び
連
結
財
務
書
類
（次
ペ
ー
ジ
）
は
、
県
の
一
般
会
計
等
に
、
そ
れ
ぞ
れ
の
基
準
に
従
っ
た
会
計
・団
体
を
加
え
る
こ
と
に
よ
っ
て
、

公
的
な
性
質
を
持
つ
会
計
・
団
体
を
一
つ
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
主
体
と
捉
え
、
財
務
状
況
を
総
合
的
に
示
す
も
の
と
し
て
作
成
し
た
も
の
で
す
。

こ
こ
に
計
上
し
て
い
る
資
産
や
負
債
が
、
そ
の
ま
ま
県
の
一
般
会
計
等
に
帰
属
す
る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
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連
結
財

務
書
類

と
は
、

全
体
財

務
書
類

に
地
方
独
立

行
政
法

人
及
び

三
セ
ク

等
を
加

え
た
財
務
書

類
で
す

。

《
地

方
独

立
行

政
法

人
（

３
法

人
）

》

▼
公

立
大

学
法

人
山

口
県

立
大

学
▼

山
口

県
産

業
技

術
セ

ン
タ

ー
▼

山
口

県
立

病
院

機
構

《
三

セ
ク

等
（

1
8
団

体
）

》

▼
(
公

財
)
山

口
県

健
康

福
祉

財
団

▼
(
公

財
)
山

口
き

ら
め

き
財

団
▼

(
公

財
)
や

ま
ぐ

ち
産

業
振

興
財

団

▼
(
公

財
)
や

ま
ぐ

ち
農

林
振

興
公

社
▼

(
公

財
)
山

口
県

国
際

交
流

協
会

▼
(
公

財
)
山

口
県

暴
力

追
放

運
動

推
進

セ
ン

タ
ー

▼
(
公

財
)
や

ま
ぐ

ち
移

植
医

療
推

進
財

団
▼

(
一

財
)
山

口
県

国
際

総
合

セ
ン

タ
ー

▼
(
一

財
)
山

口
県

施
設

管
理

財
団

▼
(
一

財
)
や

ま
ぐ

ち
森

林
担

い
手

財
団

▼
(
一

財
)
山

口
県

建
設

技
術

セ
ン

タ
ー

▼
(
公

社
)
山

口
県

青
果

物
基

金
協

会

▼
(
公

社
)
山

口
県

畜
産

振
興

協
会

▼
(
公

社
)
山

口
県

栽
培

漁
業

公
社

▼
(
一

社
)
無

角
和

種
振

興
公

社

▼
岩

国
空

港
ビ

ル
(
株

)
▼

山
口

宇
部

空
港

ビ
ル

(
株

)
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

▼
山

口
県

流
通

セ
ン

タ
ー

(
株

)

（
単
位
　
億
円
）

科
　
　
目

期
首
　
ａ

期
末
  
ｂ

増
減
 ｂ

－
ａ

科
　
　
目

期
首
　
ａ

期
末
  
ｂ

増
減
 ｂ

－
ａ

負
  
債

15
,9
61

15
,6
91

△
 2
70

純
資
産

18
,3
32

17
,8
70

△
 4
62

33
,5
61

資
  
産

△
 7
32

34
,2
93

（
単
位
　
億
円
）

科
　
　
目

H2
7年

度
 ａ

H2
8年

度
 ｂ

増
減
 ｂ

－
ａ

科
　
　
目

H2
7年

度
 ａ

H2
8年

度
 ｂ

増
減
 ｂ

－
ａ

経
常
費
用

5,
52
9

臨
時
損
失

52

経
常
収
益

46
0

臨
時
利
益

9

純
経
常
行
政
コ
ス
ト

5,
06
9

純
行
政
コ
ス
ト

5,
11
2

基
準

導
入
前

基
準

導
入
前

３
連

結
財

務
書

類

貸
借
対
照
表

行
政
コ
ス
ト
計
算
書


